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議案第４０号参考資料（その１）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-10 交通関係事業の取扱い 関 係 項 目

１ バス運行については、合併時は現行のとおりとする。
調 整 方 針

２ バス利用促進対策については、合併時に統一する。

現 況 調整理由・課題

１ 公共交通対策（バス運行）

細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村 １【調整理由】
・バス運行については、地域の交

(1)タウンバス ①渋川タウンバス ①伊香保温泉タウンバス なし ①村内巡回ﾊﾞｽ ①渋川駅～深山線（代替） ①村営バス（８０条許可） 通の利便性の確保の目的から、地
「渋川温泉～ｽｶｲﾗﾝﾄﾞﾊﾟｰ １番線「温泉循環線」 路線ﾊﾞｽ廃止により代替 「真壁～渋川線」 域住民の足として事業が展開され

、 、ｸ線」 ・東と西ｺｰｽ４便ずつ運転 ﾊﾞｽ運行（２１条許可） てきた経緯があるので 当面の間
・走行：１日２２便 ・走行：１日２０便 し、うち４便が総合病院 ・走行：１日１４便 ・走行：１日１２便（日祭 現行のとおり運行する必要があ
・運行業者：日本中央 ・運行業者:日本中央 乗り入れ ・ﾊﾞｽ業者：関越交通 １１便） る。
・車両：４５人と４３人 ・車両 ９人と５人のタク ・費用はｽｸｰﾙﾊﾞｽ運行事業 ・３６人乗り小型ﾊﾞｽ ・実施主体：北橘村 【課題】
の小型ﾊﾞｽ２台使用 シー２台使用 で対応（普通交付税１台 ・３９人、４５人乗利用 ・利用客の減少による赤字路線が

570万円） ・４５人１台予備 多く、路線の見直しや運行体系の
・県運行費補助金 ・県運行費補助金 ・料金 無料 ・県運行費補助金 ・県運行費補助金 調整が必要である。

2,420,000円 453,000円 1,356,000円 2,133,000円 ・タウンバスについては、料金体
系に差異（無料と有料）があり、

②渋川タウンバス ②水沢シャトルバス線 ②渋川駅～南柏木（代替） ②村営バス(８０条許可) 統一化を図る必要がある。
「渋川温泉御蔭経由西群 路線ﾊﾞｽ廃止に伴い代替 「小室～下箱田線」
馬病院線」 ﾊﾞｽ運行（２１条許可） ２【調整理由】

・走行：１日２８便 ・走行：１日４便 ・走行：１日１０便 ・走行：１日６便（日祭５ ・現在１市２村で制度を実施して
・運行業者：関越交通 ・運行業者:群馬バス㈱ 便） いるが、補助額に若干差異がある
・車両：２９人小型、５８ ・車両 ４１人乗り小型バ ・ﾊﾞｽ業者：関越交通 ・実施主体：北橘村 ため、統一する必要がある。
人中型の２台使用 ス１台使用 ・３５人乗り小型ﾊﾞｽ ・10人乗乗合ﾀｸｼｰ１台 【課題】

・バスの運行形態により利用の可
・県運行費補助金 ・町独自の個別運用による ・県運行費補助金 ・県運行費補助金 否があるため、調整を図る必要が

2,447,000円 補助 1,160,000円 573,000円 ある。

③渋川タウンバス ③渋川駅～勝保沢線(代替)
「渋川駅～青葉台経由西 路線ﾊﾞｽ廃止に伴い代替
群馬病院線」 ﾊﾞｽ運行（２１条許可）

・走行：１日２０便 ・走行：１日１９便
・運行業者：関越交通 ・ﾊﾞｽ事業者：関越交通
・車両：３６人小型１台 ・４５人乗り小型ﾊﾞｽ
・県運行費補助金 ・県運行費補助

1,321,000円 1,057,000円

④渋川タウンバス
「渋川駅～神田原集会所
線」

・走行：１日１６便
・運行業者：関越交通
・車両：１０人乗りタク
シー１台

・県運行費補助金
791,000円

⑤ 渋川タウンバス
「渋川駅～渋川総合病院
線」

・走行：１日２６便
・運行業者：日本中央
・車両：９人乗りワンボッ
クスカー改造

・県運行費補助金
201,000円
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議案第４０号参考資料（その２）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-10 交通関係事業の取扱い 関 係 項 目

現 況 調整理由・課題

細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村

①「渋川駅～東村御園線」 ①「小野上駅～伊香保温泉 ①「渋川駅～中之条駅線」 ①「渋川駅～中之条駅線」 なし なし(2)広域路線バス
線 （代替）」

・運行便数：１６便 ・走行：１日１４便 ・運行便数：１８便 ・運行便数：１８便
）(祝祭日１０便

・運行業者：関越交通 ・運行業者：関越交通㈱ ・運行業者：関越交通 ・運行業者：関越交通
・使用車両：４９人乗り中 ・使用車両：４１人乗り小 ・使用車両：３８人乗り小 ・使用車両：３８人乗り小

型バス２台使用 型バス１台使用 型バス２台使用 型バス２台使用
・県運行費補助金 ・県運行費補助金 ・県運行費補助金 ・県運行費補助金

1,849,000円 1,343,000円 2,274,000円 2,274,000円
・負担割合 ・負担割合 ・負担割合 ・負担割合

渋川市 59.1% 吾妻東村 65.0% 渋川市 15.6% 渋川市 15.6%
東 村 40.9% 伊香保町 32.0% 子持村 23.4% 子持村 23.4%

小野上村 3.0% 小野上村 44.9% 小野上村 44.9%
中之条町 16.1% 中之条町 16.1%

②「渋川駅～中之条駅線」 ② 伊香保温泉～榛名湖線 ②「小野上駅～伊香保温 ②「渋川駅～桜の木線」「 」
（代替） 泉線 （代替）」

・運行便数：１８便 ・走行：１日１４便(往復) ・走行：１日１４便 ・運行便数：１５便
）(祝祭日１０便

・運行業者：関越交通 ・運行業者：群北第一交通 ・運行業者：関越交通㈱ ・運行業者：関越交通
・使用車両：３８人乗り小 ㈱ ・使用車両：４１人乗り小 ・使用車両：５４人乗り中

型バス２台使用 ・使用車両：５５人乗り中 型バス１台使用 型バス１台使用
型バス２台使用 用

・県運行費補助金 ・県運行費補助金 ・県運行費補助金 ・県運行費補助金
2,274,000円 黒字運行のためなし 1,343,000円 1,256,000円

・負担割合 ・負担割合 ・負担割合 ・負担割合
渋川市 15.6% 黒字運行のためなし 吾妻東村 65.0% 渋川市 27.0%
子持村 23.4% 伊香保町 32.0% 子持村 73.0%
小野上村 44.9% 小野上村 3.0%
中之条町 16.1%

「 」③「渋川駅～桜の木線」 ③ 沼田三軒屋～桜の木線
（代替）

・運行便数：１５便 ・運行便数：１１便
・運行業者：関越交通 ・運行業者：関越交通
・使用車両：５４人乗り中 ・使用車両：３７人乗り１

型バス１台使用 台
・県運行費補助金 ・県運行費補助金

1,256,000円 1,070,000円
・負担割合 ・負担割合

渋川市 27.0% 沼田市 89.9%
子持村 73.0% 子持村 9.1%

④「渋川駅～箕郷線」
・運行便数：１２便
・運行業者：群北第１交通
・使用車両：４１人乗り小

型バス１台使用
7,538,362円

・県運行費補助金
1,309,000円

・負担割合
渋川市 31.61%
吉岡町 16.13%
榛東村 25.81%
箕郷町 26.45%
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議案第４０号参考資料（その３）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-10 交通関係事業の取扱い 関 係 項 目

現 況 調整理由・課題

２ バス利用促進対策

細 項 目 渋 川 市 伊 香 保 町 小 野 上 村 子 持 村 赤 城 村 北 橘 村

○バス利用促進敬老割引制 なし なし なし ○バス利用促進敬老割引制 ○バス利用促進敬老割引制バス利用促進対策
度（65歳以上市内在住） （かつて制度があったが、 度（65歳以上村内在住） 度（65歳以上村内在住）

・敬老割引補助 実績がなかったため、廃 ・敬老割引補助 ・敬老割引補助
６５歳以上の住民への回 止した ） ６５歳以上の住民へのバ ６５歳以上の住民への回。
数券購入に対する補助 スカード購入に対する補 数券購入に対する補助
回数券 1,000円 助 回数券 5,000円
額面券 1,100円 バスカード 5,000円 利用可能額 5,000円
購入額 650円 額面券 5,800円 購入額 3,750円
市補助額 350円 購入額 3,750円 県補助 500円
県補助額 100円 県補助 500円 村補助 500円

村補助 500円 事業者負担 250円
事業者負担 250円

【関係法令】

○道路運送法（抜粋）
（禁止行為）

（種類） 第２０条 一般旅客自動車運送事業者（一般乗合旅客自動車運送事業者を除く ）は、発。
第３条 旅客自動車運送事業の種類は、次に掲げるものとする。 地及び着地のいずれもがその営業区域外に存する旅客の運送をしてはならない。
(1) 一般旅客自動車運送事業（特定旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業） 第２１条 一般貸切旅客自動車運送事業者は、次の場合を除き、乗合旅客の運送をしては
イ 一般乗合旅客自動車運送事業（路線を定めて定期に運行する自動車により乗合旅 ならない。
客を運送する一般旅客自動車運送事業） (1) 災害の場合その他緊急を要するとき。

ロ 一般貸切旅客自動車運送事業（イ及びハの旅客自動車運送事業以外の一般旅客自 (2) 一般乗合旅客自動車運送事業者によることが困難な場合において、国土交通大臣の
動車運送事業） 許可を受けたとき。

ハ 一般乗用旅客自動車運送事業（一個の契約により乗車定員十人以下の自動車を貸
し切つて旅客を運送する一般旅客自動車運送事業） （有償運送の禁止及び賃貸の制限）

(2) 特定旅客自動車運送事業（特定の者の需要に応じ、一定の範囲の旅客を運送する旅 第８０ 条自家用自動車は、有償で運送の用に供してはならない。ただし、災害のため緊
客自動車運送事業） 急を要するとき、又は公共の福祉を確保するためやむを得ない場合であって国土交通大

（一般旅客自動車運送事業の許可） 臣の許可を受けたときは、この限りでない。
第４条 一般旅客自動車運送事業を経営しようとする者は、国土交通大臣の許可を受けな ２ 自家用自動車は、国土交通大臣の許可を受けなければ、業として有償で貸し渡しては
ければならない。 らない。

２ 一般旅客自動車運送事業の許可は、一般旅客自動車運送事業の種別（前条第一号イか ３ 前条第二項の規定は、前項の許可について準用する。
らハまでに掲げる一般旅客自動車運送事業の別をいう。以下同じ ）について行う。。
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議案第４０号参考資料（その４）
渋川地区市町村任意合併協議会の調整調書

協 議 項 目 24-10 交通関係事業の取扱い 関 係 項 目

現 況 調整理由・課題

３ 先進地事例

さ い た ま 市 山 県 市 か ほ く 市

１ 交通対策事業については、市民生活の安全確 １ 高富町及び美山町の自主運行バス（道路運送 １ 町営バス事業については、現行のとおり新市
保の観点から引き続き推進するものとする。 法第２１条に基づくもの）については、当面、 に引き継ぐものとする。

２ 放置自転車対策等については、合併後速やか 現行の制度を新市に引き継ぐものとする。 ２ 公共バス等については、路線バスの利用状況
に統一を図る。 ① 新市において、高富町の自主運行バス梅原 を踏まえ、新市において地域密着型バスシステ

線については、伊自良村長滝まで延長し、日 ム導入に向けて検討する。
祝日も運行するものとする。
② 料金体系については、３区間を設定し、移
動区間に応じて、１００円・２００円・３０
０円の３種類とする。
③ 回数券は１００円券の１１枚綴りとし、金
額は１，０００円とする。

い な べ 市 宇和島市・吉田町・三間町・津島町合併協議会 三野町･三好町･井川町･三加茂町合併協議会

交通関係事業については、市民生活の利便性、 １ 交通安全推進協議会等及び交通安全指導員に １ 交通安全事業については、合併までに関係機
移動手段の確保の観点から、新市の交通体系の整 ついては合併時に統合し、交通安全啓発事業に 関と協議のうえ調整し、新町発足後交通安全対
備を図るものとする。また、放置自動車及び自転 ついては新市において策定する。 策協議会に諮り引き続き実施する。
車対策等については、合併後速やかに統一を図る ２ 交通安全施設については、現行のとおりとす ２ 交通安全対策協議会については、合併までに
ものとする。 る。 調整し、新町発足後速やかに設置する。

３ 交通災害共済事務については、合併時に統一 ３ 交通安全協会および交通安全母の会について
する。 は、各団体と引き続き協力体制をとり、将来の

４ 地方バス路線維持については、国庫、県補助 統合に向けて調整に努める。
分については現行のとおりとし、市町単独分に ４ 交通安全指導員については、新町発足時より
ついては合併時までに調整する。 活動できるよう、三好町の例により合併までに

調整する。
５ 町村民交通傷害保険については、合併までに
調整し、新町においても引き続き実施する。

６ 地方バス路線維持については、当面は現行の
とおりとし、新町発足後巡回バスの運行等につ
いて協議する。


